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議        事 

 

官房長 それでは、これより法務省行政事業レビューの公開プロセスを開催いたします。 
  進行役を務めさせていただきます法務省大臣官房長の佐藤です。どうぞよろしくお願いい

たします。 
  初めに、齋藤健法務大臣から挨拶がありますが、所用のために出席がかなわず、挨拶文を

預かっておりますので、代読させていただきます。 
  外部有識者の皆様方におかれましては御多忙の中、当省の行政事業レビュー公開プロセス

に御出席いただき、誠にありがとうございます。 
  本日の公開プロセスでは、外部有識者の皆様方に当省の事業の点検をしていただくことと

しておりますが、無駄の削減のみならず、同じ予算でより多くの成果を引き出す工夫はない

かといった観点から、事業の効果をより高めるための見直しを行う大変重要な機会であると

考えております。 
  今回公開プロセスの対象として取り上げる二つの事業につきましては、それぞれの事業の

在り方や予算の執行に関し、皆様方から率直な御意見、御提言を頂き、今後の予算要求に向

けての検討に活用していく所存ですので、本日は活発な御議論をお願いいたします。 
  簡単ではございますが、以上をもちまして私からの挨拶とさせていただきます。 
  以上、代読でした。 
  それでは、本日御審議いただく外部有識者の委員の方々を御紹介いたします。 
  井上東委員です。 
井上委員 井上です。よろしくお願いいたします。 
官房長 大屋雄裕委員です。 
大屋委員 大屋です。よろしくお願いいたします。 
官房長 竹澤香織委員です。 
竹澤委員 竹澤です。よろしくお願いいたします。 
官房長 茶野順子委員です。 
茶野委員 茶野です。よろしくお願いいたします。 
官房長 松村敏弘委員です。 
松村委員 松村です。よろしくお願いいたします。 
官房長 なお、本日の取りまとめ役につきましては井上委員にお願いしております。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 
  ここで、審議の流れについて御説明させていただきます。まず、事業の概要について担当

部局から説明をさせていただきまして、続いて、論点について官房会計課長から説明をさせ

ていただきます。その後、４０分程度、御審議いただきたいと考えております。委員の皆様

にはコメントシートに御記入いただき、井上委員より取りまとめコメント案を提示していた

だきたいと思っております。そのコメント案に基づきまして委員の皆様で御議論していただ

いた上で、井上委員に修正していただき、最終的な取りまとめコメントを公表していただく

ということにしております。 
  早速ですが、それでは審議に入りたいと思います。 
  まず、議題１の「供託事務の運営」についてです。民事局から説明があります。 
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説明者（民事局） 民事局総務課長の村松と申します。私の方から供託事務の概要につきまし

て、所管部局として御説明をさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 
  それでは、最初に、行政事業レビューシートの１ページ目を御覧いただきたいと思います。

事業の目的、それから事業概要の欄、こちらの方に記載しておりますが、供託事務とは、供

託の申請が受理されることにより、供託者が金銭等を国家機関である供託所、具体的には、

全国３１１箇所にありますが、法務局、地方法務局又はこれらの支局に提出し、その管理を

委ね、終局的には、供託所が法令で定める方にその財産を取得させることにより、それぞれ

の法令で定める目的の達成に寄与する、そういった制度が供託の制度となっております。 
  続きまして、「供託事務の運営」という横置の資料の方を御覧いただきたいと思います。

資料の２ページ目が供託制度についての説明となっております。供託の利用をするためには、

供託を義務付けるなどしております法令の根拠が必要となってまいります。その種類につき

ましては、左側に①から⑤まで列記しております。これは基本的に利用件数の多い順に並ん

でいるところですが、まず、①がいわゆる民間の取引などにおきまして利用される弁済供託

というものです。②の執行供託とは、裁判所における強制執行等の手続、こういったもので

利用される類型の供託になります。また、③に担保供託と書いておりますが、営業を始める

ために供託をしていただくといった使い方がされているものです。④の没取供託は、最も典

型的な例としては、いわゆる選挙に立候補するために供託をしていただく、そういった使い

方が没取供託と呼ばれます。そのほか保管供託といったものがあります。 
  続きまして、事務フローですが、事務フローにつきましては資料の３ページに記載があり

ます。こちらに記載のとおりですが、大きく分けますと供託の事務は、供託金の受入れをす

る受入事務と、供託金を最終的にお支払いする払渡事務の二つに分けることができます。そ

れぞれの事務フローが上段、下段に分けて記載してあります。 
  少し飛びまして、資料の６ページに進んでいただきたいと思います。供託手続におけるオ

ンライン利用の現状等という記載があります。デジタル対応、オンライン対応が非常に重要

だというところです。供託事務に関しましてもオンラインでの利用が可能になっております

が、オンラインを利用していただくことには多くのメリットがあります。下側にそのメリッ

トが記載してあります。左側の部分は供託の申請、供託金の受入れ、こちらの場面における

メリットを列記したものです。 
  例えば、供託の利用者側、国民の皆様側という点におきましては、いわゆる電子署名など

が不要な「供託かんたん申請」というものがあり、ウェブブラウザ上での利用が可能になる

といったメリットがあります。そのほかにも、来庁あるいは郵送の負担がなくなる、窓口の

対応時間よりも長い対応時間が可能になるといったメリットがあります。 
  また、受け手の供託所側といたしましても、紙で申請されますと、職員が供託書をスキャ

ナで読み込むといった手間が掛かりますが、そういったことが不要になるなどのメリットが

あります。払渡請求の場面におきましても、右側にありますように、対応時間が長くなるな

どのメリットがあると考えております。 
  このように、供託手続でのオンライン利用につきましては、様々なメリットがありますが、

オンラインの利用率について、上段の部分の右側に緑色の棒グラフがありますが、こちらを

御覧いただきますと、供託手続のオンライン利用率の推移について、平成３０年から載せて

おります。利用率が徐々に上がってはおりますが、令和４年度は、暫定的な数値で３１％と
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いう数字になっております。この数値が高いか低いかというところですが、同じく民事局が

所管しております登記の申請のオンラインの利用率、こちらが６割から７割であり、登記申

請のオンライン利用率と比べますと、やはり低調となっているというところで、このオンラ

イン利用率の更なる向上が課題と認識をしております。 
  続きまして、資料の７ページを御覧いただきたいと思います。こちらの方に、供託手続の

オンライン利用、どうしてなかなか進んでいない部分があるのかというところで、阻害要因、

それに対する対策を少しまとめてあります。 
  まず、資料の中段の部分に記載してあります、これは上半分が供託の申請の場面、下半分

が供託金の払渡しの場面ですが、双方ともにまずいえますのは、認知度が低いということで

あります。まずは、供託手続がオンラインで申請可能であることの周知広報を充実させてい

くことが必要であり、認知度が向上することで、供託手続のオンライン利用が進んでいく、

こういう関係にあると認識しております。 
  また、供託の申請の場面に特有の論点となりますが、一番上に記載があります供託通知書

についての論点があります。供託通知書については、資料に供託通知書についてという記載

部分がありますが、法令に基づきまして供託者が被供託者に供託の通知をしなくてはならな

い場合がありまして、その場合には、供託者が供託官に対しまして被供託者宛ての供託通知

書の発送を請求することができる、こういう規定が供託規則に置かれております。この際に

は、被供託者への送付に必要となる郵券、郵便切手を供託所に別途持参していただくか、あ

るいは郵便で送付していただく、こういった対応が必要になりますので、供託者が供託官に

対して供託通知書の発送を請求することを選択すると、オンラインだけでは供託手続が完結

しない仕組みになっております。 
  そこで、こういった部分をどうするのかというところがあります。そもそも、この供託通

知の制度について、民法が定めておりますのは、供託者御本人に通知をしていただくという

ものでして、ある意味、供託所がサービス的にこの部分をしているというところがあります

が、申請者間の公平や行政のスリム化、さらにはデジタル完結の実現を図る、そういった観

点から、この供託通知書の発送請求の制度自体を見直す、廃止するといったことが課題とな

り得るものと考えております。 
  また、資料の一番下に記載しておりますが、供託金の払渡請求の場面における阻害要因と

しましては、やはりユーザーエクスペリエンスの質を向上させる必要があるだろうと考えて

おります。供託利用者のニーズを様々な角度から把握して、ユーザーエクスペリエンスの質

の向上につなげていくことが必要と認識しております。 
  簡単ではありますが、所管部局からの説明は以上です。 
官房長 次に、論点等につきまして会計課長から説明があります。 
会計課長 官房会計課長の民野といいます。よろしくお願いいたします。それでは、私の方か

ら、議題１、供託事務の運営に関して、論点として考えられる事項について御説明させてい

ただきます。 
  資料１１ページの論点等整理シートを御覧ください。供託手続におきまして、申請、供託

金の納付、払渡しの各手続をオンラインで利用することができますが、オンラインを利用す

れば、供託利用者におきまして供託所に実際に足を運ぶ負担がなくなるほか、現金等の持ち

運びの危険性もなくなるなどのメリットがあり、政府全体の方針としてもオンライン化を推
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進しているところです。 
  しかし、供託手続におけるオンライン利用率は約３割程度にとどまっておりまして、また、

オンラインによる供託申請を行った場合でも、供託通知等の発送請求についてはオンライン

上で完結せず、郵券を供託所に別途送付する必要があるのが現状です。 
  そこで、オンラインによる供託利用者の利便性を向上させるため、効果的な事業の在り方

を検討する必要があると考えておりまして、論点といたしましては大きく以下の三つが考え

られると思っております。 
  まず、一つ目は、「供託通知等の発送請求という制度自体を存続させることが妥当かにつ

いて」です。供託規則により、供託者は、供託官に対し、被供託者宛ての供託通知書を発送

することを請求できることとなっておりますが、この制度を存続させることは妥当なのか、

といった点が論点になるのではないかと思われます。 
  次に、二つ目は、「申請、供託金の納付、払渡しの各供託手続におけるオンライン利用の

周知及び広報について」です。供託手続はオンラインでの利用が可能ですが、利用率が約３

割程度にとどまっているため、オンライン利用の周知及び広報について、より効果的な方法

はないか、といった点が論点になるのではないかと思われます。 
  三つ目は、「ユーザーエクスペリエンスの質の向上について」です。供託利用者のユーザ

ーエクスペリエンスの質を向上させるためにはどのような方策があるのか、といった点が論

点になるのではないかと思われます。 
  以上が、「供託事務の運営」に関しまして、論点になるのではないかと考えている点です。 
  私からは以上です。 
官房長 少し御説明が長くなりましたけれども、これから本件の御審議をお願いしたいと考え

ております。説明者は、委員から御質問がありましたら、可能な限り簡潔明瞭にお答えする

ようお願いいたします。 
  それでは、よろしくお願いいたします。井上委員、どうぞ。 
井上委員 御説明ありがとうございました。２点ほど質問させていただきたいと思います。 
  先日、東京法務局に行かせていただいて、供託事務を実際に拝見させていただきました。

そのときの印象なのですが、オンライン化の説明も伺いまして、現場の案内表示も分かりや

すく、非常にスムーズに事務が行われているという感想を持ちました。また、会社登記事項

証明書の省略等もなされており、利用者の利便性向上も図られていると感じました。また、

法務省から総務省に提出された資料、「供託事務の質の向上の取組」についても拝見しまし

て、この資料でもいろいろな改善がなされていると理解しております。 
  そういったことにもかかわらず、御説明いただいたように、オンライン利用率が３１％と、

非常に低い数字だと思っております。このオンライン化に関しましては、２０２１年９月に

デジタル庁が発足し、様々な施策を実施していると理解しております。この登記事項証明書

の省略も、デジタル庁の「オンライン化を実施する行政手続の一覧」を拝見すると、そちら

にも記載されておりまして、おそらくこれに即した施策ではなかろうかと理解しております。 
  そこで最初の質問ですが、オンライン利用率を高くするための改善策について、デジタル

庁の「行政手続の一覧表」の資料の中に、デジタル化のための施策が書いてあります。テー

マは「情報システムの整備に当たり講ずべき施策」ということで、一つは「デジタルデバイ

ドの是正」、もう一つは「国民への広報」ということがこの資料に書いてありました。 
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  デジタルデバイドの是正の説明を読みますと、「経済的な理由等によりオンライン申請を

行えない利用者が、行政機関の窓口で、職員に操作方法等の支援を受けながらオンライン申

請を行えるようにする」という施策が例示されておりました。少なくとも東京法務局に伺っ

たときには、こういったものは拝見できなかった気がするのですが、こういったことをして

いるのかどうか、これはデジタル庁のある意味、推薦というのでしょうか、こういった施策

を実施したらどうかということだと思うのですが、それが１点目です。 
  また、国民への広報については、これも同じ資料の中で、「オンライン申請の利用促進の

ため、ＳＮＳ、動画、ウェブサイト、テレビＣＭ、ポスター、パンフレット、リーフレット

等を活用した広報を行う」ということが書いてあります。ホームページがあることは資料の

中でも拝見できましたが、このような広報を実際どの程度実施しているのかということが２

点目です。以上２点が大きな質問の一つ目です。 
  次に、大きな質問の二つ目ですが、供託通知書の発送請求の廃止に関してです。これも現

場で拝見し、確かに利便性という点では、これによってオンライン一通が図られるのですが、

利用者の心理的抵抗、今一番数が多い「家賃の供託」に関しても、相手方とトラブルになっ

ているわけですから、そういったとき、その相手に自分から供託通知書を発送することは、

やはり心理的抵抗が大きいのではないかと思います。そういった点で、利用者アンケートを

取るなどして、利用者の声を聴くこと、単にオンライン化がいいということだけではなく、

そういうことも含めて考えた方がよろしいのではないかということで、利用者アンケートは

取っているかどうかということが二つ目の質問です。 
  以上です。 
官房長 それでは、民事局、説明をお願いいたします。 
説明者（民事局） それでは、お答えさせていただきます。まず、デジタルデバイドの対策と

いうところで、窓口等々で、例えば、使い方がよく分からないといった方に支援をする方策

など、考えられるというところについてです。東京法務局、御覧いただきまして本当にあり

がとうございます。実際見ていただいたところ、その場では特段そういった部分が目に入ら

なかったということでありますが、相談に対する対応は、法務局の方でも行っております。

そういった相談において、デジタル面での利用の仕方がよく分からないといったことがあれ

ば、適宜御説明をさせていただいているところであります。 
  また、２点目にもつながっていくことかと思いますが、オンラインでの利用を含めまして、

ネット上でそういった情報の提供をすることを取組として進めているところです。ウェブサ

イトにつきましては、正に供託制度そのものの御説明から、オンラインでの利用の仕方とい

ったところについて、ホームページ上で御案内をしておりまして、そういった御案内をしな

がらオンラインでの利用の仕方を説明するというところです。 
  また、文字だけですとよく分からないというところもありますので、動画を作成しており

まして、この動画を御覧いただいて、供託制度あるいはデジタル面での利用の仕方の注意点

などを御理解していただくといった取組は少しずつ進めているところです。 
  続きまして、大きな質問の２点目についてです。御指摘いただきましたように、供託通知

書の発送請求の制度をどうするのかといったところは、単なるデジタル対応が進むからとい

うだけで済むものではないと当方も認識しています。その中では、利用者の声をしっかりと

把握することが必要になると想定しておりますが、廃止するかどうかというところにつきま
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しては、今正に、論点になり得るということで検討を始めたところです。利用者からのアン

ケートにつきましては、今の段階では取っておりませんけれども、当然ながら必要になるだ

ろうと、話も伺いまして、認識を新たにしたところであります。 
  以上です。 
官房長 井上委員、よろしいでしょうか。 
井上委員 ありがとうございました。 
官房長 続いて、お手が上がった順でお願いしたいと思いますが、大屋委員にお願いしたいと

思います。 
大屋委員 大屋です。御説明ありがとうございました。まず、一つは確認的な御質問なのです

が、この供託手続について頻繁に利用するようなタイプの利用者が多いのか少ないのか、そ

れから、登記の場合には、例えば司法書士が専門職として関与することがかなり多いと思う

のですが、そういった専門職が考えられるかどうか、この２点について、まず伺えればと思

います。 
官房長 では、民事局、説明をお願いします。 
説明者（民事局） ありがとうございます。まず、この利用者の層といったものですが、正に

今御指摘いただきましたように、登記との比較ということで申し上げますと、登記のように

司法書士がほぼ全件代理しているといったことにはなっておりません。また、先ほど御説明

しましたように、供託の種類が種々様々分かれておりまして、それぞれの供託ごとに、何度

か利用されるといった方が想定されることがあるのではないかというところです。 
  例えば、家賃に関する供託になりますと、不動産の管理会社がやってこられるというとこ

ろがあります。また、執行供託におきますと、差押命令の送達を受ける、典型的な例でいい

ますと、銀行が預金の差押えの送達を受けたりしますが、そういったところが絡んでくると

いったところもあります。また、選挙の供託であれば選挙に出られる層というところで、一

定のチャンネルがあることは想定されるのですが、登記と同じほどの、何といいますか、マ

スな利用者層は想定しにくいというのが実情であろうかと思っております。 
  以上です。 
大屋委員 御説明ありがとうございます。そこがやはりポイントだと思いまして、「供託ねっ

と」を軽く拝見しましたけれども、やはり独自のシステムですので、頻繁に利用しない方に

とっては学習コストの方が上回ってしまう可能性が高い。それから、特に払渡しを受ける側

はかなり厳格な身元確認をしないといけないということで、電子証明書の取得などの負担も

大きい。専門職が介在している場合には、その方にとっては頻繁利用になりますので、オン

ライン化を進めるメリットが大きいわけですが、そういう方も考えにくいというところで、

根本的にオンライン化が進みにくい構造になっているということは踏まえておく必要がある

かと思います。 
  その上で、こういった場合に、例えば銀行の預金の場合には、御承知だと思いますが、Ａ

ＴＭやオンライン手続で利用料に差をつけることで、オンライン化の方向に誘導していると

ころですが、この供託についてはある種、政府の行政サービスであるにもかかわらず無償で

提供されているというところがあるので、そこで差をつけることにより経済的インセンティ

ブをつけるということをやりにくい、こういうことが少し構造として指摘できるかと思いま

す。 
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  その上で、一つは、大きな話にはなるけれども、やはり受益者がいる以上、利用料を徴収

するということを考えられてはどうかというのが第１点。もう一つは、やはり、どれぐらい

カバーできるかの問題はありますが、独自のシステムで身元確認をしているので負担が大き

いというのがありますから、例えばマイナンバー制度による公金受取用口座を結び付けるこ

とによって、多少なりともその負担を減らすというようなことはお考えになったかどうか、

この２点について伺えればと思います。 
説明者（民事局） ありがとうございます。２点御質問いただきましたけれども、まず一つ目

の、供託手続に係る利用料に関して、今御指摘いただきましたように、法律で手数料を取る

といった形になっていませんので、いわゆる受益者負担といった仕組みにはならず、全国民

が負担するという形になっております。これは、そもそも制度発足当時からそういった整理

になっているところですが、供託もそれこそ様々な局面で使われるといったところがありま

す。弁済供託につきましても、当事者間での紛争が非常に深刻になった局面で使われる、そ

ういったものでして、最後のラストリゾート的な使われ方もするところがあります。また、

そのほか、選挙の局面もそうですし、営業者の局面もそうですが、秩序維持といったところ

なども法的な効果としてにらみながらこの供託制度はできておりますので、そういったもの

について受益者負担を導入することにつきましては、慎重な検討が必要と所管部局としては

感じているところです。 
  続きまして、２点目の御質問についてですが、御指摘いただきましたように、特に支払の

場面におきましては本人確認が非常に重要ですので、オンラインでこれをしようといたしま

すと、どうしても電子署名等が必要になるといったところで、少しでもこのシステムの使い

にくさといったものを改善することは大事だろうと思っております。 
  もちろん、マイナンバーカードを使っての認証を少しでも使いやすくしていくという工夫

などは、これからも必要だろうと思っておりますし、御指摘いただきましたけれども、マイ

ナンバー制度全般、様々に利用の仕方も変わってきておりますので、そういったところにつ

いてはしかるべきキャッチアップをして、供託だけに限らず、登記も含めて同じような部分

がやはりあろうかと思いますが、しっかりとユーザーの皆様の使いやすいようにというとこ

ろは心がける必要があると認識しております。 
大屋委員 結構です。 
官房長 ありがとうございます。 
  続きまして、松村委員、お願いしたいと思います。 
松村委員 松村です。発言します。先ほど、大屋委員が言われた最初の点と関連していると思

います。事前説明でも同じことを言って説明を受けたのにもかかわらず、私は納得していな

いので、もう一度繰り返させていただきます。 
  供託通知書の発送請求の廃止の検討に関してです。慎重にということもありましたが、こ

のときに、その手数料を取ることはできないのかという質問に対して、先ほどのような回答、

法律には手数料が明記されていないので法改正をしないと手数料は取れないという回答に、

法律の専門家ではない私が法務省の方の回答にクレームをつけるのはとても勇気が要るので

すが、私はその回答に全く納得していないのです。 
  供託通知書の発送請求の廃止を行政のレベルで検討することができる。ということは、こ

れは少なくとも経済学的にいえば、供託通知書の発送請求の廃止は無限大の手数料を取るの
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と同値になる。行政の裁量で実質的に無限大の手数料を課すことが可能なのにもかかわらず、

ある意味でごくマイルドな、コストベースというと変なのですが、その郵送料及びある種の

人件費に対応するマイルドな手数料を行政の裁量で取ることができないという発想は、やは

りかなりおかしいのではないか。もし本当にそれが正しい法解釈だとすれば、それはそもそ

も法学あるいは法体系全体がおかしいのではないかと、私はとても疑問に思っています。 
  法律で行うことが明記されているものに関して、法律に手数料が明記されていないのにも

かかわらず手数料化するのにハードルがあるという説明は、まだ理解できる。しかしこの発

送請求自体は、ある意味で行政の裁量で変えられるもの、廃止すらできるもの。行政の裁量

で廃止できるものに対して、法律ではっきりと手数料が取れると書いていないからといって、

その手数料を取ることができない、料金を取ることができないという発想自体が、私はかな

り変だと思います。もしこれが最終的に廃止することを選択肢の一つとして検討されるのだ

とすれば、もう一つの選択肢として、それなりの手数料を取り、オンラインの方に誘導して

いく、あるいは行政のスリム化に協力していただく、けれども、本当にどうしても必要な人、

どうしてもこれを利用したいという人には道を残すという方が、その利便性としては明らか

に廃止するよりはいいはずで、それが検討の対象にならないというのは、回答として私は納

得していない。行政の裁量で廃止できるものに対して手数料が課せられないのかを、もう一

度御説明いただけないでしょうか。 
説明者（民事局） それでは、御説明を改めてさせていただければと思います。少し私の説明

に拙い部分があったと、今お話を伺っていて思うところもありまして、もう一度改めて御説

明を差し上げたいと思いますが、この供託通知書の発送に関して、御指摘のように手数料を

取ること、これができるのかできないのかといえば、基本的には法律を改正すれば、もちろ

んできるというところですので、政策的な選択肢として、先生が正におっしゃいましたけれ

ども、全部廃止してしまうというのではなく、その分費用を負担する方については、手数料

を取った上で存続させることも選択肢にはなるというところです。そこはそういうものと認

識しております。 
  その上で、ではそういった施策の転換をするときに、この手数料を取るという部分につい

て法律の根拠が何がしか必要なのではないかという部分につきましては、これまた今、御説

明を頂いて、確かにそのような分析もできるところです。他方で、なぜ法律の根拠が要るだ

ろうと、私どもの方で、そういうものだと受け止めているのかといったところについて、少

し疑ってかかる必要もありますが、一般的に恐らくそのように説明されておりますのは、国

民に直接的な金銭的な負担を課すという局面においては、租税ではもちろんありませんので、

租税法律主義といった考え方は、ここでは直接はありませんけれども、やはり法律に根拠を

置くのが適切だろうと、私どもとしては認識していたところがあります。ただ、それが揺る

ぎないものなのかというところの御指摘だとすれば、申し訳ありませんが、そこまでの自信

はないというところです。 
  全体といたしまして、供託通知書の発送請求を廃止するだけが解ではないといったところ

は、御指摘のとおりであると感じているところですので、どういう方策を取っていくのかと

いうことに関しましては、利用者の皆様の御意見などもしっかりと伺った上で、慎重に進め

る必要があると感じた次第です。 
  以上です。 
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官房長 松村委員、どうぞ。 
松村委員 誠に申し訳ありませんが、もう一度確認させてください。供託通知書の発送請求の

廃止をするためには法改正が必要なのでしょうか、法改正なしでもこれをすることが可能な

のでしょうか。私が聞きたかったのは、廃止が法改正を伴わなくてできるのにもかかわらず、

なぜ手数料の導入が法改正をしなければできないのかという点なのですが。 
説明者（民事局） まず１点目の、供託通知書の発送請求の廃止自体、これ自体は、そもそも

この発送請求の仕組み自体が法務省令で定められており、法律よりも下位の法規範でできて

おりますので、その法務省令を改正するといった形で法形式的には実現が可能だというとこ

ろです。 
  手数料の負担に関しましては、手数料全般において、この手数料というよりも、供託なら

供託というシステムの手数料について、その手数料を、例えばよくあるパターンですと、政

令で定めるところに従って取りますといったような規定が法律に置かれることが多いという

中で、今申し上げたようなところに現状なっているというところです。 
松村委員 しつこくて申し訳ないのですが、これを法務省令でやると言っているわけですよね。

法律でやると書かれているものに関して、手数料を勝手に入れることができないということ

はとてもよく分かるのですが、法務省令でのみやると定められているものを、なぜ法務省令

で手数料を取ると変えられないのかという点がよく分からないと言っているのです。 
大屋委員 松村先生、すみませんが、それは法律学的にはやはり無限の手数料と整理しないの

で、やむを得ないと思ってください。直接的な手数料の徴収と制度の廃止は、我々法律の分

野で同じように扱いませんというのがスタンダードな答えだと思います。 
松村委員 法学では廃止という利用者にとって厳しい措置が、手数料を取るというより利用者

に影響が軽微な措置より簡単にできると整理されていることは分かりましたので、もう結構

です。 
官房長 松村委員、よろしいでしょうか。 
  すみません、茶野委員、次に御発言をお願いいたします。 
茶野委員 ありがとうございます。 
  それでは、私自身は非常に経験も狭いものですから、供託ということ自体に余り関与した

ことも全くなく、そういう意味では限られた人というか、そういう状況に陥った方たちが利

用するということであれば、国民に対する広報というよりは、本当に必要な人に対して必要

な情報が与えられているという、そういう広報の在り方が必要だろうと思っておりまして、

国民に対して広く呼び掛けるということよりは、供託をしなければならないという切羽詰ま

った方々にしっかりと分かりやすい説明をすると、そのように少しマインドセットを変えら

れた方がいいのではないかと、これは私のコメントであります。 
  それから、オンラインの場合ですと、窓口業務と違って場所が規定されないと。何を言い

たいかというと、恐らくオンラインの担当という部署が全国に１か所で可能なのだろうと思

うのですが、そのように集中化することによって、そこでの専門性を高め、サービスをもう

少し拡充する、例えば、今の利用可能な時間が窓口よりは若干長いという御説明がありまし

たけれども、それをもう少し長くすることによって、もう少し利用しやすい人が出てくるの

ではないかとか、そういった工夫、メリハリを持った、オンラインという特性を利用しての

工夫というものを少し考えていくやり方があると思うのですが、そのことについてどう思わ
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れるかということが私の質問です。 
  それから、もう一つ、今回の論点とは外れてしまうのですが、この前からの御説明ですと、

供託というものがいろいろなケースがあって、この前の宗教関係のものなど社会状況の変化

によって、またいろいろなものが供託制度に関わってくるという御説明がありました。 
  確かにオンライン化を進めることによっての効率化ということも一つ、必要なことである

とは思うのですが、根本的にはいろいろ複雑になったものを、お時間掛かって大変だとは思

うのですが、見直して、この供託制度というものをどのように捉えるか、今、類型等の御説

明は大体分かったのですが、いろいろなケースでの御利用があるといったときに、やはりそ

の担当の御負担等がたくさんあるということもおっしゃっていたように理解をしましたので、

そういうところの根本的な制度の見直しも一つ、一度視野に入れられるといいのではないか

ということ、これは私のコメントです。 
  以上です。ありがとうございました。 
官房長 民事局、お願いいたします。 
説明者（民事局） ありがとうございました。頂いたコメントをしっかりと受け止めて、考え

ていきたいと思います。 
  その上で１点、御質問の部分、オンラインの特性に応じた対応方策を考えるべきではない

かというところについてです。おっしゃるとおりで、やはり政府全体で、デジタル対応をし

っかりとやらなくてはいけない、オンラインでの申請をしっかりと受け止めていく必要があ

るというところです。そういった中において、サービスの質をできるだけ上げていくために

は、デジタルの活用といったものは非常に大事だと思っております。利用時間が窓口よりも

オンラインの方が長くなっております。これを更に長くするためには保守経費が上がるとい

う部分をうまくクリアしていく必要が当然出てきますが、しかるべき努力をして、オンライ

ンでの利用時間を高めていくことが大事だと思っております。 
  また、先ほど相談対応を法務局の方でしていると御説明をしましたけれども、そういった

相談対応については、ウェブ会議形式での相談対応を全国の法務局で始めつつあるというと

ころでして、そういったものも含めて、少しでも利用しやすくといったところはしっかりと

取り組んでいく必要があると認識しておりますし、これからも着実に進めていきたいと考え

ております。 
  以上です。 
茶野委員 ありがとうございました。 
官房長 よろしいでしょうか。 
  審議の途中でして、次は竹澤委員に御質問を頂きたいと考えておりますが、時間の関係も

ありますので、お伝えしておきたいと思います。審議をしながらで結構ですので、事前にお

送りしたコメントシートへの御記入をお願いしたいと思っております。御記入が終わりまし

たら、事務局宛てにメール送信をお願いしたいと考えております。どうぞよろしくお願いい

たします。 
  それでは竹澤委員、お願いいたします。 
竹澤委員 ありがとうございます。私も１点目は供託通知書の発送請求のところなのですが、

こちらの廃止の検討をされているというのは、この手続を切り離すことによってオンライン

の方に誘導し、オンラインの利用率を高めるという意図だと理解したのですが、それでよろ
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しいのかどうか。そうだとしたときに、このオンラインというのも利用者の利便性を向上す

るための仕組みだと私は理解したのですが、この請求の仕組みを廃止すると利用者の利便性

は損なわれるといったところで、何というのでしょうか、改善ではなく、これはどちらかと

いうと改悪になるのではないかと受け止めてしまったのですが、なぜそういった廃止の方向

での検討になるのかというところが少し、私にはよく分からなかったところでして、これは、

むしろその制度を維持した上でオンラインにもなじむような形で変えていくということはで

きないのか、先ほどの手数料のところは法律のハードルがあるということは理解しました。

しかし、手数料についても、法律を改正してしまえばいいのではないかと思いましたが、法

律の改正が大きなハードルなのだとすると、そうではない形で、例えば、郵送というところ

なので、なかなかオンラインだけで完結するというような解決策というのは難しいかもしれ

ないのですが、利用者の方の利便性を維持した上で解決をしていくという方向での検討はさ

れないのかということが１点目です。 
  ２点目は、費用対効果なのですが、先ほど大屋先生から御指摘があったように、余りリピ

ーターとしては多くないというようなところだとしますと、これをオンライン化することに

よる費用対効果というか、オンラインにすることによって削減される費用はどのくらいある

のかと、どういうものとして試算されているのか。費用の削減と、もう一つは利用者の利便

というところがあるとは思いますが、そのようなコスト的な評価をどのように考えているの

かというところをお伺いしたいと思います。こちらのシステムの経費自体はデジタル庁の方

で計上されているということで、今回からは入っていないと聞いていますが、それなりの金

額、７億円でしたか、それほどの金額が掛かっていると理解していますので、そこの検証は

されていると思いますので、そこを御教示いただければと思います。 
  以上２点です。よろしくお願いします。 
官房長 民事局、説明をお願いします。 
説明者（民事局） まず、１点目ですが、おっしゃるように、これはオンラインへの誘導にも

なるところですが、御指摘のように、他方で利用者にとっての利便性が少し下がるのではな

いかという部分があると思っております。この点に関しましてはある意味、本来法律自体が

想定するところでは、供託をする供託者御本人にやっていただければよいものにつきまして、

行政の方であえて追加的なサービスを提供しているわけですが、希望する方、されない方の

公平ですとか、行政のスリム化といった観点も併せて、一つの施策として考えられないかと

いったところを考えているところです。 
  実際に供託通知書の発送請求の廃止を進めることになりますれば、供託をする方が供託の

通知をどのようにすればいいのかといったことなど、いろいろと御疑問に思うところがある

かと思いますので、当然ながら、併せてそういった方に対して対応をして差し上げることも

考えなくてはいけない部分になってきますことから、そういったところを相対的に見た上で、

やるべきかやらないべきかといったところは検討が必要だろうと感じております。 
  ２点目の費用対効果の部分ですが、御指摘を頂きましたように、システム関係の予算につ

きましては、デジタル庁の方で一括計上されておりまして、令和５年度は７億８，０００万

円という予算額になっています。こちらについてのコストに係る部分ですが、別の者から説

明させていただきます。 
説明者（民事局） 費用対効果の関係ですが、供託事務の運営の資料の６ページのところに記
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載させていただいているのですが、オンライン化のメリットということで、利用者側のメリ

ット、左側と右側に分かれておりまして、供託の申請の場面と、供託金の払渡しの場面で、

それぞれ供託の利用者側のメリット、経済的なメリット、利便性のメリットがまずありまし

て、その下に供託所側のメリットがあるのですが、こちらの方については、具体的な、例え

ば金額ベースで出すことはなかなか難しいのですが、オンライン化により一部の事務作業が

不要になるということから、現在、供託の関係法令の増加や、供託所が非常に少なくなって

いることで、事務負担が多くなっているところ、これらを賄うことができる職員が適正かつ

迅速な処理ができるというところに資するのではないかと考えております。 
  細かいところでいいますと、今回の、仮に供託通知書の発送をやめるということになると、

封筒代等を我々の方で賄っておりますので、そこが廃止されることで、金額的には２００万

円ほどの金額、これはオンラインに限りませんけれども、オンライン、書面申請に共通です

が、そういった金額はあります。ただ、オンライン自体の費用対効果、供託所側のところに

ついては、金額は出しておりません。 
  以上です。 
官房長 竹澤委員、よろしいでしょうか。 
竹澤委員 ありがとうございます。そういう意味では、削減効果のところについても、利用者

側のメリットのところについても、数値化はされていないということですね。ありがとうご

ざいます。 
官房長 ありがとうございます。 
  現在、先ほどのコメントシートの取りまとめの作業中ですが、委員の皆様から追加で御質

問や御意見等がありましたら、是非よろしくお願いいたします。ありますでしょうか。 
  特段なければ、現在コメントシート取りまとめ作業中ですので、今しばらくお待ちいただ

ければと思います。よろしくお願いします。 
 

（取りまとめ） 
 
官房長 それでは、井上委員から取りまとめコメント案の提示をお願いしたいと思います。 
井上委員 取りまとめが終わりましたので、取りまとめコメント案の提示をさせていただきた

いと思います。 
  いろいろと有益な改善案が出されましたので、本日の御意見を是非、参考にして、今後と

も検討していただきたいと思います。全てのコメントを御紹介できないのですが、代表的な

コメントとして、大きく分けてオンライン化に対するコメントと、供託通知書に関するコメ

ントがあったと思っております。 
  まず、オンライン化に関するコメントですが、利便性に関してのコメントとしまして、

「複数回の利用者、媒介的な機能を果たす専門職の双方が欠けているため、単独のオンライ

ン手続を整備しても学習負担を上回るメリットが得にくく、オンラインへの移行が進まない。

利用料が設定されていないため、オンライン手続の場合に利用料を割り引くなどの経済的な

インセンティブも設定し難い。このハードルが高いと、オンラインのメリットが得にくい」

という意見がありました。 
  もう一つ、代表的なコメントといたしましては、「オンラインである場合、窓口対応は必
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要としないため、対応を特定部署に集中し、対応可能な時間を長くする、サービス機能を更

に充実させる等、よりオンラインを利用しやすい環境を目指していただきたい」ということ

で、これは時間の延長による利便性というところがコメントとしてありました。 
  次に、広報に関しまして、一つは、「この周知広報について、オンライン利用率向上のた

めのＳＮＳ、動画、ウェブサイト等の活用がまだ十分行われていないということで、こうい

ったものをある程度ターゲットを絞って検討して今後取り組むべき」というコメントがあり

ました。 
  三つ目に、費用対効果です。「今後の政策導入に当たっては、改めて費用対効果の検証を

した上で検討いただきたい」ということで、大きく分けて、オンラインに関しては、利便性、

広報、費用対効果の三つに関してコメントを頂きました。 
  次に、供託通知書についてですが、一つは利用料の点で検討すべきというコメントがあり

ました。「郵券の預託でなく郵送料相当の費用を徴収すること、マイナンバー制度など類似

のシステムと結合させることでＵＸ、ＵＩを向上させることができないか、受益者のいる行

政サービスとして一定の利用料を徴収し、オンラインの場合に割り引くなどの制度とするこ

とでＤＸを推進することができないか検討すべきである」という御意見がありました。また、

利便性の点で、「供託通知書の発送請求については、利用者の利便性を十分考慮した上で改

善策を策定していただきたい」というコメントがありました。 
  以上、通知書のコメントに関しては、利用料と利便性というふうに大きく分けられるもの

と思っております。 
  各外部有識者の方のコメント及び質疑、議論の内容を総合的に勘案し、取りまとめコメン

ト案といたしましては、オンラインに関して、一つ目は、「利便性について、学習負担等を

含めた利用のハードルを下げる、かつ受付時間を拡大する等の利便性を高める、そういった

改善をすることを検討していただきたい」、二つ目は、「広報について、よりオンライン利

用が向上するような広報のやり方を考えていただきたい」、三つ目は、「費用対効果の測定

について検討いただきたい」ということです。通知書に関しては、一つ目は、「利用料につ

いて、法改正も含め、どうあるべきか検討をするべきである」、二つ目は、「利便性につい

て、しっかりと利用者の利便性を考慮した施策として検討すべき」ということにしたいと考

えております。 
官房長 今の取りまとめコメント案に関しまして、御意見等がある方は御発言をお願いいたし

ます。 
井上委員 御意見等もないようですので、本事業の取りまとめコメントは当初の案どおりとさ

せていただきたいと思います。 
  事業所管部局におかれましては今後、概算要求に当たり本結果を活用していただくようお

願いいたします。 
官房長 ただいまの取りまとめコメントを踏まえて、民事局においては事業の見直しや概算要

求への反映について検討を進めてください。 
  以上をもちまして、「供託事務の運営」の審議は終了といたします。ありがとうございま

した。 
  ここで説明者の入替えがありますので、約２分間の休憩とさせてください。どうぞよろし

くお願いします。 
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          （休     憩） 
 
官房長 それでは、審議を再開いたします。 
  議題２の「出入国管理業務の実施」について御審議をお願いいたします。まず、出入国在

留管理庁から説明があります。 
説明者（出入国在留管理庁） 入管庁の総務課長をしております大原です。よろしくお願いい

たします。私の方から、配布しておりますレビューシート、それから令和５年度外国人受入

環境整備交付金の概要について、及び外国人受入環境整備交付金補足説明資料について御説

明させていただきます。 
  まず、レビューシートの１ページを御覧いただきたいと思います。シートの上段にありま

すとおり、事業名、出入国管理業務の実施について記載しております。本事業の概要であり

ますが、本事業は中段の事業概要のとおり、今回御議論いただきます外国人受入環境整備交

付金に関する受入環境整備と在留支援のほか、出入国の管理、在留の管理、不法滞在者等の

退去強制、難民の認定も含んだ幅広い事業を実施するものです。１ページの中段には、本事

業全体における予算額執行額の記載があります。令和４年度の予算額につきましては、当初

予算及び補正予算等を合わせまして約１２０億９，５００万円、執行額は約１１４億４，６

００万円です。なお、この金額には今回御議論いただく外国人受入環境整備交付金経費のほ

か様々な経費が含まれておりまして、外国人受入環境整備交付金の予算額は令和４年度、５

年度ともに１１億円となります。 
  続きまして、「令和５年度外国人受入環境整備交付金の概要について」と題する資料を御

覧ください。１枚のものです。外国人受入環境整備交付金は、概要の冒頭、目的のところに

記載のとおり、在留外国人が在留手続、雇用、医療、福祉、出産・子育て、子供の教育等の

生活に係る適切な情報や相談場所に迅速に到達することができるよう、情報提供・相談を多

言語で行う一元的相談窓口の設置・運営に取り組む地方公共団体を支援し、多文化共生社会

の実現に資することを目的とし、全ての地方公共団体を対象としております。 
  続きまして、補足説明資料の方を御覧ください。資料の２ページですが、本交付金の制度

創設の概要、経緯に係る記載があります。本交付金は平成３０年１２月に、外国人材の受入

れ・共生のための取組をより強力に、かつ包括的に推進していく観点から、政府が決定した

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策を受け、創設されたものです。 
  次の３ページには、創設後の主な制度改正及び特例措置をまとめております。入管庁にお

きましては、本交付金の創設後、制度の見直しを続けるとともに、必要に応じて新型コロナ

ウイルス感染症対応やウクライナ避難民対応に係る特例措置を講じてまいりました。 
  続きまして、資料５ページは交付条件に係る記載です。本交付金の条件の一部をお示しし

ておりますが、上から三つ目の多言語に係る条件につきまして、１１言語以上の対応として

おります。多言語対応の方法としては、通訳人を雇う以外にも電話通訳や翻訳機を活用する

ことも想定しております。 
  引き続き、６ページは交付対象についてです。交付金の対象事業は整備事業と運営事業の

二つに分けております。整備経費として、相談カウンターの設置経費などのほか、パンフレ

ットの多言語化のための経費などが対象となり、また、運営経費として、ランニングコスト
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のほか相談員の研修会への参加に係る経費などが対象となります。 
  続きまして、７ページですが、交付率等についてです。交付率について、整備事業は必要

経費の１０分の１０、運営事業は必要経費の２分の１です。また、交付限度額について、基

準や金額は整備事業、運営事業で共通ですが、整備事業の交付限度額は運営事業と異なり、

過去の交付額を含めて算出することとしております。 
  ８ページは、共同方式について記載しております。共同方式は、複数の地方公共団体が一

元的相談窓口を共同で設置運営するものです。この共同方式の活用により、経営負担の軽減

や相談対応の質の向上などが期待できるものと考えております。 
  資料の１０ページですが、交付金事業の一年の流れについて記載しております。こちらに

交付金の執行に係る手続とともに記載しておりますように、各地方公共団体への一元的相談

窓口の活用に向けた有効な活用事例に係る情報の提供や、地方公共団体を対象とした研修な

ども実施しております。 
  次の１１ページからは、交付金の交付実績や一元的相談窓口における相談受付件数や相談

内容について記載しております。 
  また、資料の最後、１３ページですが、交付金事業の推移について、これまでの交付決定

団体数及び交付決定額をグラフに示しております。 
  入管庁からの説明は以上となります。何とぞ御審議のほど、よろしくお願いいたします。 
官房長 続きまして、論点等につきまして会計課長から説明があります。 
会計課長 それでは、議題２、出入国在留業務の実施について、論点と考えられる事項につい

て御説明させていただきます。資料１４ページの論点等整理シートを御覧ください。 
  外国人受入環境整備交付金事業は、地方公共団体が外国人に対し生活に関わる様々な事柄

に関する情報提供や相談対応を行うための一元的な相談窓口を設置、運営するに当たり、そ

の経費の全部又は一部を交付金で負担するものであります。地域における外国人の受入環境

整備を促進し、多文化共生社会の実現に資することを目的としております。 
  本交付金事業は、平成３０年度の事業開始から既に５年が経過しているところ、地方公共

団体におけるニーズに対応するためには支援内容の見直し等について改めて検討する必要が

あると考えており、論点としまして大きく以下の３点が考えられます。 
  まず、一つ目は交付金の交付要件及び交付金対象経費についてです。地方公共団体のニー

ズを踏まえ、交付要件及び交付金対象経費についてどのような見直しを行っていくべきかと

いった点が論点になるのではないかと思われます。 
  二つ目は、交付金事務についてです。地方公共団体の負担軽減のために、事務手続におい

て見直すべき点はないかという点が論点になるのではないかと思われます。 
  三つ目は、交付金の予算規模についてです。事業開始から５年が経過しているところ、窓

口の効果的、効率的な運営等の視点から、交付金の予算規模は適正かといった点が論点にな

るのではないかと思われます。 
  以上が、「出入国管理業務の実施」に関しまして論点になるのではないかと考えている点

です。 
官房長 それでは、本件の御審議をお願いしたいと思います。説明者は質問に対し、簡潔明瞭

にお答え願います。 
  御質問はありますでしょうか。井上委員、お願いいたします。 
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井上委員 御説明ありがとうございました。今の論点とは直接関係するところではないのです

が、論点の前段階の少し大きな話で、２点ほど御意見申し上げたいと思います。この施策は

平成３１年から公募がスタートしたまだ歴史が浅い施策であると理解しています。こういっ

た場合、質と量、両方の観点から検証が要るのではないかということで、まず量についての

意見を申し上げます。交付決定団体数が２３８という御説明がありましたが、直感的に少な

いのではないかと思います。 
  こういった関係の資料がないかということで、いろいろ拝見しましたが、一つ参考になり

そうなものとして、総務省の中国四国管区行政評価局が去年の１０月に出した「外国人向け

相談体制の整備に関する実態調査」の結果報告書がありました。これは中国地方での相談窓

口、一元的な相談窓口の整備状況等を報告したものですが、この資料によると、中国地方１

０７市町村のうち外国人が５００人以上在留している市町村は３９、そのうちの１９で外国

人相談窓口が設置されているとされており、割合は約５０％です。未設置の２０市町があり

ますが、これも理由が書いてありまして、それを読みますと、「相談窓口を設置する需要が

見込めない」であるとか、確かにこれは窓口を設置しなくてもよいのではないかという理由

が述べられておりました。 
  ということで、この報告書からだけでも約５０％が実態として窓口が必要だということが

データとして出ておりました。今、日本で市町村というのは２，０００近くあるわけですか

ら、その半分、１，０００という数字で設置する必要はないと思いますが、なぜかというと、

外国人の数が分からないので。ただ、こういった資料を使って具体的な目標設定というのが

できるのではないかと思います。 
  今日の資料の４ページ目のところでも、具体的な目標のところがほとんど書かれておりま

せん。例えば長期目標にしても、「今後の社会情勢や在留外国人の推移に依拠するものであ

るため、最終的な目標を定めることは困難」ということになっています。最終目標は難しい

かもしれませんが、現段階での目標は立てられるのではないかと思います。 
  私の手元には古いデータしかありませんが、例えば、２０１６年に在留外国人数が５００

人以上の市町村が５１７あるということを「消防防災科学センター」の方で資料を出してい

ます。この半分であれば例えば２６０団体、今、現状が１９１なので、大体７３％というこ

とで、やはりまだ足りないのではないかという推測ができると思います。こういったいろい

ろなデータがおそらくあると思うので、そういったものを法務省がリーダーシップを発揮し

て、正にこれはＥＢＰＭですので、ＥＢＰＭ的に目標設定をして実施するべきだというのが

１番目の意見です。 
  ２番目の質についてですが、これも出入国在留管理庁が昨年の１２月２６日に出された

「外国人との共生社会の実現に向けた取組」というのを拝見しました。ここで細かい調査を

されていまして、基礎調査、その中で情報入手・相談、正に窓口に関係する「情報入手・相

談で困ったことは何か」ということをアンケート調査されています。その中で、情報入手の

困り事として一番多いのが、「多言語での情報発信が少ない」が３４％、「相談する際の困

り事」として、「どこに相談すればよいか分からない」が３１.５％、こういったデータが、

正に今御説明いただいた出入国管理庁の方で取られているわけですので、具体的には自治体

が実際はおやりになるとしても、やはり法務省が、これも一つのＥＢＰＭであると思います

ので、こういうものを利用して指導力をもって、各自治体の施策の質の向上というものにも
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っと力を入れるべきではないかと、これが二つ目の意見です。 
官房長 入管庁、説明をお願いします。 
説明者（出入国在留管理庁） では、お答え申し上げたいと存じます。 
  まず、最初の御意見、量について、２３８というものが非常に少ないのではないかと、こ

ういうようなお話であったかと思います。私どもも日本の地公体２，０００弱、１，７８０

幾つあるということは、これは承知させていただいております。確かに数の上では、それを

比べると、そういうようなところはあろうかと存じます。そうではありますが、私ども、本

交付金そのものの制度創設当初においては、まず多く集中しているところ、一定数以上外国

人の方が集中しているところ、そういったところから中心にやっていこうということで、初

めに１１１団体をセレクトしまして、そこから、１１１団体のところのうち９５団体ができ、

そうすると対象を１１１団体から全地公体に拡大しましょうということで拡大させていただ

いていると。それで、今までここまできているというところです。 
  私どもといたしましては、都道府県で見ると既に、今年度は全ての都道府県の方に交付決

定させていただいておりますので、その意味においては、交付金を受給した上で開いている

一元的相談窓口というのものは全ての都道府県にできているというところまで来ていると思

います。そして、更に市町村の方に目を向けていきますと、大体５，０００人以上の外国人

の方がいらっしゃるところ、５，０００人というところは、総務省が行っている住民基本台

帳、そちらの方の資料の数に依拠しているのですが、５，０００人以上いらっしゃる市町村、

そこについては大体７割方、交付金を受給いただいているというのが現状です。 
  更に御指摘のとおり１，０００人のところまで広げるとどうかというと、１，０００人以

上のところについては、まだ３割ぐらいしかできていません。交付金の性格上、この基金は

地公体の方からの申請に対してこちらの方で交付決定をさせていただくと、こういうスキー

ムになっております。したがいまして、私どもといたしましても、例えばＰＲといいますか、

こういう交付金がありますということをただ単に言うだけではなくて、例えば、そういった

交付関係の申請をするための書類というものは全ての地公体の方に発送させていただいてい

ます。そして、併せてホームページ等での情報発信といたしまして、先行している地公体が

どのようなきっかけで一元的相談窓口を作ったのかというようなことを発信させていただい

て、地公体の方々に、「そういえばうちもそうだよね」という気付きの点を与えるといいま

しょうか、そういう点を指摘させていただいたり、あるいは、「ではやってみようか」と思

われた方々がいらっしゃったときに備えて、例えば設置までの手続であるとか、あるいは先

行された自治体の方でどのようなことをやってきたのか、あるいはどういう点を工夫してき

たのか、そういったことについて、あるいはその後、設置した後の取組例について情報を提

供することによって、更なる一元的相談窓口設置の促進に向けた取組、情報提供をさせてい

ただいているところです。 
  次に、二点目についてです。質について、私どものこの一元的相談窓口は、交付金をお渡

ししてお作りいただいたらそれで終わりということではなくて、こちらの方については継続

的に支援をさせていただいております。それは金銭的支援である交付金のみならず、それ以

外の「人」といいましょうか、情報といいましょうか、そういった支援もさせていただいて

おります。 
  例えば、先行されている地公体における取組の事例をアンケートで聞いて入手しましたら、
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「こういう取組をやっています」ということを紹介させていただくことによって、地公体同

士がお互いの経験に学び合う、そうすることによって相談の質が上がっていくのではないか

と思っております。 
  また、私どもの方、当然、入管庁ですので、在留資格であるとか、そういった入管の手続

がいろいろあります。地公体からの要望に応じて研修にお邪魔して、研修講師という形で、

様々なノウハウについていろいろと研修をさせていただくであるとか、あるいは入管の職員

がその一元的相談窓口にお邪魔しまして、実際に相談する担当者として相談業務のお手伝い

をさせていただくなどして、質が上がっていくような取組をさせていただいております。 
  以上です。 
井上委員 １点だけ、すみません、コメントさせてください。平成３０年７月２４日に「外国

人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」が設置され、法務省に「外国人の受入環境整備

に関する総合調整機能」が付与されました。法務省がリーダーシップを取って、受入環境整

備をしろということが、おそらく、国の意向であると思います。ということであれば、今御

説明いただいた全般的な印象は非常に受け身であり、自治体から何か言ってくるまで、主体

的に何かするという積極性がない感じがしました。私はリーダーシップを取ってやるべきだ

と思っておりますが、これだけの役割を与えられているにもかかわらず、その辺りが少し足

りない気がするので、そのリーダーシップという点をもう一度考えながら、新たな施策に生

かしてもらいたいと思います。回答は結構です。 
官房長 続きまして、竹澤委員、お願いいたします。 
竹澤委員 ありがとうございます。この施策は、これからの日本を考えると非常に大事な施策

ではないかと思っております。是非これからも一層充実させていただきたいと思っておりま

すが、井上委員から最後に御指摘があったところと重なりますが、やはり御説明いただいた

ところを踏まえると、地方自治体の方のイニシアチブといったところを前提としている形に

聞こえておりまして、これをもう少し法務省の方で主体的に、全体としてどうやっていくの

かというところの戦略といいますか、方針といったところを取りまとめていかれるのがよい

のかなと思っております。 
  例えば、窓口というところもオンラインで設置するということであれば、ある程度の単位

でまとめることもできると思いますし、一元化することもできるかと思います。電話、チャ

ットでということであれば、必ずしもその場所にいる必要はないかなと思いますし、また翻

訳、多言語といったところも結構、翻訳ソフトですとかそういったところ、使えるものが増

えておりますので、そういったものを上手に活用していくこともできるかと思います。そう

いったところは一元的に対応していくという方が効率的でありますし、ほかの技術とか、そ

ういったほかのコストとか、そういった観点からもメリットがあるものであろうと思います。 
  その一方で、フィジカルにリーチアウトしていくというところは、やはり必要なのではな

いかと思います。それはニーズのあるところにニーズのある形で人を置いていくといったと

ころが必要になってくるかと思うので、この二つをどう組み合わせていくかといったところ

を全体の計画を持って進めていただくのがよいと思っております。 
  すみません、質問ということではなくて意見という形になります。 
官房長 入管庁、簡潔明瞭に回答をお願いできますか。 
説明者（出入国在留管理庁） ありがとうございます。今、井上先生、竹澤先生から御指摘い
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ただいたのは同じ方向性で、やはり入管庁がもう少し主体的に関わっていくべきだというこ

とと、それから、今まで我々の方で一元的相談窓口のニーズということをある程度、地方側

からのオーダーに委ねていたと見られているというところに関して、しっかりもう少し全体

の計画を持って考えていけという御指摘であろうかと思います。御指摘の方は受け止めさせ

ていただきますので、またよろしくお願いいたします。 
官房長 それでは、よろしいでしょうか。 
  審議の途中ですが、先ほどと同様ですが、時間の関係がありまして、お伝えさせていただ

きます。次は大屋委員、それから、その次に松村委員に御発言を頂きたいと思いますが、御

審議をしながらで構いませんので、事前にお送りしたコメントシートへの御記入をお願いい

たします。御記入が終わりましたら、事務局宛てにメール送信をお願いいたします。 
  それでは、大屋委員、御発言をお願いいたします。 
大屋委員 大屋です。御説明ありがとうございました。緑色の資料で、こちらの１２ページを

主にお伺いしますが、こちらに令和３年度における１年間の相談件数の合計と出ております

が、これは毎年きちんと把握している数字であるという理解でよろしいでしょうか。これを、

まず前提として。 
説明者（出入国在留管理庁） 少しお声が聞き取れませんでした。 
大屋委員 緑色の資料の１２ページで、令和３年度の相談件数５２万１，６９９件というもの

が載っています。この種の数字は毎年、遅滞なく把握しておられるという理解でよろしいで

しょうか。 
説明者（出入国在留管理庁） はい、こちらの方は毎年、実施報告を頂いておりますので、そ

こで把握させていただいております。 
大屋委員 あと、その下に相談内容別の内訳がありまして、やはり多様な相談が寄せられてい

るので、これらの多くは、要するに対象となる窓口、税金であれば税務署であるとか県税事

務所であるとか、そういうところを御紹介するという形で出口になっていると思いますが、

そのような出口にきちんとたどり着けたかであるとか、相談の結果に満足したかというよう

な調査は、これは把握しておられるでしょうか。 
説明者（出入国在留管理庁） こちらの方、税金、医療、社会保険、年金、それから出産・子

育てが書いてあります。それで、地方自治体の中におかれては、例えばそういった専門機関

と一緒になって合同相談会のようなものを開設したりしているところ、あるいは実際に税理

士や社会保険労務士など、そういった方々に来ていただいて、相談に乗っていただいている

例というのはあるようです。満足度の方については把握いたしておりません。 
  以上です。 
大屋委員 ありがとうございます。レビューシートのアウトカム指標ですが、やはり窓口を設

置して頑張ったというのはアクティビティとかアウトプットのレベルにすぎないので、相談

窓口があることによって在留外国人の皆さんがどれぐらい相談に成功したか、つまり、必要

な情報や窓口にたどり着けたかということをきちんと数量的に把握して検討する必要があろ

うかと思います。ですから、そういう出口側の調査というものをしっかりとして、それをア

ウトカム指標に盛り込んだ方がよろしいというのが第１点です。 
  もう一つ、多言語要件についてお伺いしますが、今、１１言語以上ということで御設定を

されていると承知しています。通訳機の利用も認めるというようなことなので、それなりに
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柔軟になっているとは思いますが、やはり特に市町村のレベルでは、在留されている外国人

の国籍や言語にかなりの偏りがあって、そこまでバラエティーがないということは考えられ

ると思います。その辺りについて、自治体の方から何か言われたりとか、そういう相談をさ

れたりというようなことは、余りなかったですか。 
説明者（出入国在留管理庁） お答えいたします。まず、先ほどの満足度の調査とかそういっ

た点については、そのとおりかと思って、受け止めさせていただきたいと存じます。 
  それから、多言語要件のところについてです。こちらの方は私ども、確かに１１言語とい

うところはどうなのかというのはあるかもしれませんが、１１言語というところは、それを

話すことによって大体９０％以上の外国人がカバーされると、こういう考え方を持ったもの

でして、先ほど説明しました、政府が決めた総合的対応策の中でも同じようなことが、１１

言語というのが明記されている状況です。私どもといたしましては、９０％がカバーされる

というところは下ろせないと考えておりまして、地公体の方からは確かにそういった要望が

かつてありまして、それに対しては、何も通訳人を雇わなくても、電話通訳であるとか、あ

るいは機械翻訳、そういったものを入れることで対応しても構わないということで弾力的に

しますとさせていただくことによって、今のところ、例えば昨年５月に実施したアンケート

等では、そのような要望は来ていない状況です。 
大屋委員 ありがとうございます。これについて、やはり都道府県と市町村を分けて考える必

要があるかと思っていまして、都道府県でやはりユニバーサルサービスの方は背負っている

わけですから、１１言語なければいけないというのはよく分かりますので、旗を下ろさない

でよいと思うのですが、市町村についていうと、やはりもう少しきめの細かい取組を地域の

実情に応じてやっていただくのが本旨かと思いますので、場合によってはそこをもう少し緩

和をするであるとか、あるいは一部の言語についてはもうネイションワイドで電話通訳なり

を対応して終わらせてしまうということも考えてよろしいのではと思いました。 
  コメントですので、特に御返答は頂かなくて結構です。私からは以上です。 
官房長 ありがとうございます。 
  それでは、松村委員、御発言をお願いいたします。 
松村委員 松村です。発言します。まず、ポンチ絵を見ながら質問するのは余りよくないよう

な気もするのですが、スライド８の共同方式のところで、三つ全ての例が月曜から金曜日ま

での相談となっていますが、これが典型的なパターンということなのでしょうか。つまり、

役所が対応するので当然なのかもしれませんが、休日は対応しないというのがごく普通なの

でしょうか。あるいは、もう少し工夫されていて、平日でもやらない日はあるが、休日であ

る土曜日や日曜日にもやっているというのがごく普通にあるのか、もし分かれば教えてくだ

さい。 
  それから、もう既に先ほどから御指摘がありましたが、オンラインでの対応は典型的にそ

れぞれの自治体で進んでいるのでしょうか。あるいは普通にやられていないのでしょうか。 
  また、この共同方式はとても合理的なやり方だと思いますが、まだその対象になっていな

い自治体は、比較的対象の外国人の方が少ないところであるとすると、単独でやるのにはハ

ードルは高いけれども、共同方式ならば、というようなことはあり得ると思います。法務省

から、申請を待つのではなく、例えば、まだ申請していないところで、お隣の市もまだ申請

していないようであるが、共同でやることを検討しませんかと法務省の方から主体的に働き
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掛けることはあるのでしょうか。あるいは、これはその自治体からの申請が来るまで待つと

いうのが基本スタンスなのでしょうか。 
  最後の点、これは質問ではないので回答不要です。事前勉強会でも、都道府県あるいは市

町村間でもグッドプラクティスを横展開していくことに対して、法務省が積極的な役割を果

たしていることを伺いました。これは国民多くの目に触れるものですので、法務省もそのよ

うな点で主体的な役割を多く果たしていることが、もう少し強く出てきても良いかと思いま

した。 
  以上です。 
官房長 お願いします。 
説明者（出入国在留管理庁） では、まず休日対応についてです。自治体によってこれはまち

まちでして、土日対応をされているところもあります。 
  それから、オンライン対応についてですが、これも地公体によって、やっておられるよう

なところもあります。 
  最後に、横展開のお話がありましたが、私どもも、例えばオンライン対応を行っていると

ころについて、「このような形でやっています」ということを地公体の方に対して情報提供

をさせていただいています。 
  それから、共同方式について未申請のところについては、正におっしゃられるとおりでし

て、ついこの間も私自身、来られた方々に対して、「共同方式でやられることをお進めにな

ってはいかがでしょうか」とお話はさせていただいております。元々そのような形で、共同

方式のメリットなどについては、東京においてもそうですし、地方の受入環境調整官を通じ

まして地方入管の方からそういった働き掛けというのはさせていただいているという状況で

す。 
  以上です。 
官房長 今の説明でよろしいでしょうか。 
松村委員 はい、ありがとうございました。 
官房長 それでは、続きまして茶野委員に御発言をお願いいたします。 
茶野委員 御説明ありがとうございました。私の方は質問というよりも、どちらかというとコ

メントですので、御回答は不要かと思います。 
  このような相談窓口というのは非常に重要ではあるし、それから、このような在留外国人

の方々が日本にうまく溶け込むために、あるいはもう少し付け加えると、社会的なトラブル

等を未然に防いで大事になるのを防ぐためにも、初めの段階でいろいろな相談に乗り、問題

を解決していく手助けをするというのは非常に重要なことであると思いますので、このよう

な取組はこれからも続けていただきたいと考えます。それが１点です。 
  次に、もう一点ですが、大体このような相談窓口等を開設していろいろな話を聞くことに

よって、いろいろな現制度の問題点であったり、「このような点を改善した方が良いのでは

ないか」というものが見えてくるのではないかと私は理解をしていますが、そのような意味

では、この相談窓口がただ単に在留外国人の方々の助けのための制度であるだけではなくて、

これから制度全般を良くしていくための、あるいはいろいろな施策、これはもしかしたら地

方公共団体等の施策の段階ですと、出入国在留管理庁の管轄外ではあるとは思いますが、こ

のような相談からあぶり出されてきた問題点、これからどのようにしていけば良いかという
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ようなことは、外国人だけではなく、もしかしたら日本国民全体、あるいは地方に住んでい

る方々全体にとっても重要な点があるのではないかと思いまして、そのようなことをこの相

談窓口のところから汲み上げて、今後の施策等に生かすことも重要ではないかと考えますの

で、そういう点についても少し御配慮いただきながら事業を進めていただきたいと思います。 
  以上、コメントでした。ありがとうございます。 
官房長 よろしいですか。入管庁、何かコメントありますか。 
説明者（出入国在留管理庁） 相談で世の中が見えてくるというお話ですが、非常に貴重な御

意見をどうもありがとうございました。実は、これは先ほどお話しました共同方式の部分に

おいて、そのようなことから共同方式を採用したという例が出てきております。 
  つまり、中核都市があって、その周りのベッドタウンの住民の方々が中核都市の窓口に相

談に行っているため、ベッドタウンの自治体においては、どのような問題が起きているかを

分かっていなかった事例がありました。そのようなことから、その中核都市とベッドタウン

との間で共同的な取組をするように至ったという例がありました。 
  これは地公体の例ですが、私どももそういった、いわゆる困り事相談というのは一種、ど

のような政策が必要とされているかという宝の山といいましょうか、そのような見方もでき

ないことはないと思いますので、そのような観点から業務を進めてまいりたいと考えており

ます。 
  以上です。 
官房長 では、現在コメントシートの取りまとめ作業中ですが、委員の皆様方から追加で御質

問、御意見等がありましたら、是非御発言をお願いいたします。よろしいですか。 
  では、特段ないようでしたら、先ほども同様でしたが、コメントシートの取りまとめ作業

をもうしばらくお待ちいただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 
 

（取りまとめ） 
 
官房長 井上委員から、取りまとめコメント案の提示をお願いいたします。 
井上委員 それでは、取りまとめが終わりましたので、取りまとめコメント案の提示をさせて

いただきたいと思います。大きく分けますと３点あります。 
  一つ目が、法務省がよりリーダーシップを取ってこの施策を進めるべき、二つ目が、利用

者の満足度向上に取り組むべき、三つ目が、予算の効率的使用についての検討をすべきとい

うことです。 
  それぞれの代表的なコメントですが、リーダーシップに関しましては、「法務省がリーダ

ーシップを取り、交付決定団体数等の具体的な目標設定をし、ＰＤＣＡサイクルを回すべき」

というものです。 
次に、利用者の満足度向上に関してのコメントですが、「窓口の設置運営だけでなく、そ

れにより、どの程度の外国人が支援を受け、裨益したのかという政策効果について、窓口で

の相談件数や相談を通じて適切な相手先に紹介することができたかなどに関する追跡調査な

どにより客観的に把握することを検討すべきである」というものです。 
  また、別のコメントですが、「受入環境整備への交付金は今後も継続し、申込み申請状況

等も鑑み、必要であれば増額することが必要であると考える。ただし、これまでの経験から
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何を学び、何を実際の施策に生かすかが重要である。この点については、本事業の範囲外で

あるかもしれないが、積極的にこれらの相談から見えてきた問題点の改善等に取り組むこと

が望まれる」、あと一つ、「オンラインでの窓口とフィジカルな窓口とを上手に組み合わせ、

より効果的な施策の実施をお願いしたい」といったことです。 
  三つ目の予算に関してのコメントですが、「交付規模の適正性を議論するには、とりわけ

予算の増額の必要性を訴えるためには、これまでの予算がどれだけ効率的に使われてきたか、

どれだけの効果を上げたのかをより具体的に示す必要がある」ということで、以上が代表的

なコメントです。 
  各外部有識者のコメント及び質疑、議論の内容を総合的に勘案し、取りまとめコメントと

いたしまして、一つ目は、「法務省がよりリーダーシップを取ってこの施策を進めていく検

討を進めるべき」、二つ目は、「利用者の満足度の向上、これは、その問題が解決したか、

また相談の内容を利用したり、また、オンラインとフィジカルの使い分けなどの観点も含め

て満足度の向上に取り組むべき」、三つ目は、「予算に関しては、予算の効率的使用につい

ての検討を行うべき」ということです。 
官房長 この取りまとめコメント案に関しまして、御意見等のある委員の方は御発言をお願い

いたします。よろしいでしょうか。 
井上委員 それでは、御意見等もないようですので、本事業の取りまとめコメントは当初の案

どおりとさせていただきたいと思います。 
  事業所管部局におかれましては今後、概算要求に当たり、本結果を活用していただくよう

にお願いいたします。 
官房長 ただいまの取りまとめコメントを踏まえて、出入国在留管理庁においては事業の見直

しや概算要求の反映について検討を進めてください。 
  以上をもちまして、「出入国管理業務の実施」に関する審議は終わりといたします。 
  ということで、本日予定の議事はこれで終了いたしました。これをもちまして、法務省行

政事業レビュー公開プロセスを閉会させていただきます。 
  本日は委員の皆様方、長い時間にわたりましたが、ありがとうございました。引き続き御

指導のほどよろしくお願い申し上げます。本当にありがとうございました。 
－了－ 

 
 


